
令和４年議案第１号 

令和３年度江南市一般会計補正予算（第１１号） 

 令和３年度江南市の一般会計の補正予算（第１１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,232,488千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 35,289,883千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第１項の規定により、翌年度に

繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

令和４年１月１９日提出 

江南市長  澤田 和延 
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

3 民 生 費 15,069,994 1,232,488 16,302,482

2 児 童 福 祉 費 7,067,704 139,251 7,206,955

3 生 活 保 護 費 1,073,141 1,093,237 2,166,378

歳　　出　　合　　計 34,057,395 1,232,488 35,289,883
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第２表 繰越明許費 

［単位：千円］ 

款 項 事   業   名 金  額 

３ 民生費 

２ 児童福祉費 子育て世帯への臨時特別給付金支給事業（単市分） 139,251 

３ 生活保護費 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金支給事業 1,093,237 
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1,093,237 139,251
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１ 事業目的

　 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、子育て世帯を支援するため、臨時特別給付金

（単市分）を支給する。

２ 事業内容

〇 支給対象

（1） 国の「子育て世帯への臨時特別給付金」において、所得制限により支給対象外となった方

（対象児童）

① 令和3年9月分の児童手当（特例給付）の対象となる児童（0歳から中学生）〔原則申請不要〕

② 平成15年4月2日から平成18年4月1日生まれの児童（高校生相当）（保護者の所得が児童

手当（特例給付）の対象となる場合）〔原則要申請〕

③ 令和4年3月31日までに生まれた児童のうち児童手当（特例給付）の対象となる児童（①に

該当する児童を除く。）〔原則要申請〕

(2) 国の「子育て世帯への臨時特別給付金」において、基準日から受給日までに離婚(離婚協議中

も含む）しているため、給付金を受け取れない現在の養育者〔原則要申請〕

〇 支給額

・ 児童1人当たり10万円

〇 支給時期

・ 2月（公務員を除く（１）①の対象者）

・ 2月から申請受付開始後、順次支給（上記以外）

３ 事業費

139,251 千円

給付金 千円（100,000円×1,377人）

（1） 1,333人

（2） 44人

事務費 1,551 千円

こども未来部こども政策課

子育て世帯への臨時特別給付金支給事業（単市分）

137,700

内訳

【参考】令和3年度1月補正予算説明資料
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１ 事業目的

２ 事業内容

（１） 対象者

　次のいずれかに該当する世帯

①

②

※ 同一の世帯に属する者のうち、令和3年度の住民税均等割が課されているもの全員のそれぞれ

　 の1年間の収入見込額（令和3年1月以降の任意の1か月の収入に12を乗じて得た額）、又は

　 1年間の所得見込額（収入見込額から1年間の経費等の見込額を控除して得た額）が、住民税

　 均等割が非課税となる水準に相当する額以下である世帯

【上記②家計急変世帯の判定方法のイメージ】

（２） 支給額

　1世帯当たり10万円

（３） 支給方法

①住民税非課税世帯への支給

　 プッシュ型（申請不要・確認書の送付）の支給

②家計急変世帯への支給

　 申請書（兼請求書）受理後、審査の上、支給決定し、指定口座へ振込

　 ※申請期限：令和4年9月30日

（４） 支給決定期間

　令和4年2月から12月31日

３ 事業費

千円

給付金 千円

事務費 千円

〈特定財源〉

国庫支出金 千円 子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金

所得額ベース

単身又は扶養親族がいない
場合

健康福祉部福祉課

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金支給事業

　 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した市民に対し、速やかに生

活・暮らしの支援を行う観点から、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金を支給する。

令和3年12月10日において、住民基本台帳に記録されている世帯全員の令和3年度の住民税

均等割が非課税である世帯

828,000
年収換算
（×12月）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、住民税均等割が非課税である世帯と

同様の事情にあると認められる世帯【※家計急変世帯】

単位：円

家族構成
非課税相当限度額

≧

令和3年1月以降
の任意の1か月
の収入収入額ベース

1,108,000
※所得は令和3年分
の源泉徴収票又は
年収換算から給与所
得控除額、経費等を
減額して算出

配偶者・扶養親族（計3名）を
扶養している場合

2,099,999 1,388,000

930,000 380,000 ⇓
配偶者・扶養親族（計1名）を
扶養している場合

1,378,000

1,093,237

1,050,000

43,237

1,093,237

配偶者・扶養親族（計2名）を
扶養している場合

1,683,999
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